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- 101 - 

様式1 防災会議代理出席届 

 

第１号様式 

代 理 出 席 届 

 

  年  月  日 

 

 

開成町防災会議会長 

 

開成町長          殿 

 

 

開成町防災会議 

 

委員             

 

 

年 月 日に開かれる開成町防災会議に出席できませんので、開成町防災会

議運営要綱第３条第１項の規定により、次の者を代理者として出席させます。 

 

 

 

機関名 

 

 

 

職名 

 

 

 

氏名 
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様式2 自衛隊派遣要請依頼書 

 

文章番号        

  年  月  日 

 

神奈川県知事       殿 

 

開成町長          印 

 

 

 

自衛隊の災害派遣要請について 
 

 

災害を防除するため、下記のとおり自衛隊の災害派遣要請を依頼します。 

 

 

記 

 

１ 災害の状況及び派遣を必要とする理由 

⑵  災害の種類 

⑵ 災害発生の日時        年  月  日  時  分 

⑶ 場所         神奈川県開成町 

⑷ 被害状況 

⑸ 要請する理由 

 

２ 派遣を希望する期間       年  月  日 から 

    年  月  日 まで 

 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

⑴ 派遣希望区域     神奈川県開成町 

⑵ 活動内容 

 

４ その他参考となるべき事項 

⑴ 派遣部隊の宿営（宿泊）地又は宿泊施設の状況 

⑵ 現地における要請者側の責任者およびその連絡方法 
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様式3 災害時における相互援助に関する協定書に基づく要請依頼書 

 

別記様式（第４条関係） 

号 

年  月  日 

様 

住所 

氏名 

 

災害発生による援助要請について 

 

 

 

災害時における相互援助に関する協定書第４条の規定に基づき、次のとおり援助の要

請をいたします。 

 

 

項目 内容 

⑴ 被害の状況  

⑵ 援助の種類及

び内容 
 

⑶ 援助を要する

職種別人員 
 

⑷ 援助場所、到

達経路 
 

⑸ 援助を受ける

期間 
 

⑹ その他援助に

必要な事項 
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様式4 人的・建物被害等（災害発生、被害中間）報告 

 

（第      報） 

災害発生 
人的・建物被害等     報告 

被害中間 
 

報告の時限 日  時  分現在 受信時刻 時   分 

発信機関  受信機関  

発信者名          ℡ 受信者名  

内容 

発

生 

日時 日     時     分 

場所  

原因  

人

的

被

害 

死者 人 

行方不明 人 

負傷者 
重傷 人 

軽傷 人 

建

物

被

害 

全壊 棟 世帯 人 

半壊 棟 世帯 人 

一部破損 棟 世帯 人 

公共建物 棟（          ） 

火

災

発

生 

り災世帯数  

り災者数  

建物  

危険物  

その他  

その他参考事項 
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様式5 公共施設等被害（災害発生、被害中間）報告 

 

（第      報） 

 

災害発生 
公共施設等被害      報告 

被害中間 
 

報告の時限 日  時  分現在 受信時刻 時   分 

発信機関  受信機関  

発信者名       ℡ 受信者名  

内 容 

被害区分 

・文教施設  ・病院   ・道路   ・橋りょう ・河川 

・港湾、漁港 ・砂防   ・がけ崩れ ・清掃施設 ・鉄道施設 

・船舶    ・水道施設 ・電話施設 ・電力施設 ・ガス施設 

・その他 （                       ） 

発

生 

日時  

場所  

原因  

状

況 

被害区域 

区間 
 

管理者  

被害程度 

公共建物 
 

応急対策 

の状況 
 

復旧見込  

その他 

参考事項 
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様式6 確定報告 

 

確 定 報 告 

市町村  区分 被害 

災害名  田

畑

被

害 

田 
流出・埋没 ha  

冠水 ha  

確定 

年月日 
年   月   日 畑 

流出・埋没 ha  

冠水 ha  

報告者名 ℡ 

そ

の

他 

 

文教施設 箇所  

区   分 被害 病院 箇所  

人

的

被

害 

死者 人  道路 箇所  

行方不明 人  橋りょう 箇所  

負傷者 
重傷 人  河川 箇所  

軽傷 人  港湾 箇所  

住

家

被

害 

 

 

 

 

 

  

全壊 

棟  砂防 箇所  

世帯  清掃施設 箇所  

人  がけ崩れ 箇所  

半壊 

棟  鉄道不通 箇所  

世帯  被害船舶 隻  

人  水道 戸  

一部破損 

棟  電話 回線  

世帯  電気 戸  

人  ガス 戸  

床上浸水 

棟  ブロック塀等 箇所  

世帯     

人     

床下浸水 

棟  り災世帯数 世帯  

世帯  り災者数 人  

人  火

災

発

生 

建物 件  

非住家 

被害 

公共建物 棟  危険物 件  

その他 棟  その他 件  
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区     分 
被害 

市町対

村策災

本害部 

名称    

公立文教施設 千円  

農林水産業施設 千円  設置 月  日  時  分 

公共土木施設 千円  廃止 月  日  時  分 

その他の公共施設 千円  

 

 千円  

そ

の

他 

農産被害 千円  

林産被害 千円  

畜産被害 千円  

水産被害 千円  

商工被害 千円  

   

その他 千円  消防職員出動延人数 人  

被害総額 千円  消防団員出動延人数 人  

備

考 

 

 

 

１ 災害発生場所 

 

２ 災害発生年月日 

 

３ 災害の種類概況 

 

４ 消防機関の活動状況 

 

５ そ の 他（避難の勧告・指示の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 108 - 

様式7 人命救助情報報告書 

 

人 命 救 助 情 報 報 告 書 

 

         月  日  時  分報告 

 

① 町職員   ② 消防団 

③ 自主防災会 ④ その他 

（所 属） 

氏 名 
 

目撃した家屋、建物の倒壊 

現場 （倒壊家屋件数） 

有 無 
地区名 

↓ 

（例）△△町 

家屋倒壊（１軒） 

アパート倒壊 

場

所

・

件

数 

１   

２   

３   

目撃した火災発生現場 

（出火件数） 

有 無 
地区名 

↓ 

（例） 

△△町（付近） 

場

所

・

件

数 

１   

２   

３   

目撃した危険現場 

（二次災害危険箇所） 

有 無 
地区名 

↓ 

（例） 

△△町（水路決壊） 

（橋梁損壊） 

（道路障害） 

場

所 

１   

２   

３   

・倒壊家屋件数とは、生き埋め者の可能性がある被害家屋の件数である。 

・速報性を重んじるため、完全に正確である必要はない。（概数、推定でも可） 

・この報告書は、以下の手順により報告されたし。 

自主防災会：自主防災会連絡員が防災安全課に報告する。 

消 防 団：自主防災会もしくは交通指導隊が防災安全課に報告する。 

町 職 員：（自主参集時に収集できた情報）防災安全課に報告する。 

そ の 他：上記の者に報告し、報告を受けた者が防災安全課に報告する。 
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様式8 救助実施記録日計票 

 

救助実施記録日計票 
 

 

開成町 

 

救

助

の

種

類 

① ※ 避難所の設置 ⑨ 住宅の応急修理 

 

② 応急仮設住宅の供給 ⑩ ※ 学用品の給与 

③ ※ 炊き出し・食品の給与 ⑪ ※ 埋葬 

④ ※ 飲料水の供給 ⑫ ※ 死体の捜索 

⑤ 生活必需品給与・貸与 ⑬ ※ 死体の処理 

⑥ 医療 ⑭ ※ 障害物の除去 

⑦ 助産 ⑮ 輸送費・人夫費 

⑧ ※ 救出 ⑯ 実費弁償 

月   日   時   分 

 

班  名 

№                    責任者名            

 

救助の種類（番号を記入）  

 

員数（世帯）  

品目（数量金額）  

受入先  

払出先  

場所  

方法  

記事  

※ で表した救助の種類は、町長に職権を委任されたもの。 
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様式9 避難状況・救護所開設状況（速報、中間）報告 

 

（第      報） 

速報 
避難状況・救護所開設状況    報告 

中間 
 

報告の時限 日  時  分現在 受信時刻 時   分 

発信機関  受信機関  

発信者名         ℡ 受信者名  

内 容 

避

難

状

況 

避難先 地区名 
避難の勧告、指示の

種別及び日時 
世帯数 人数 

屋内 

屋外 

の別 

今後の見通し 

  

（勧告、指示 

自主、解除） 

日  時  分 

世帯 

 

 

人 

 

 

屋内 

屋外 
 

  

（勧告、指示 

自主、解除） 

日  時  分 

  
屋内 

屋外 
 

  

（勧告、指示 

自主、解除） 

日  時  分 

  
屋内 

屋外 
 

  

（勧告、指示 

自主、解除） 

日  時  分 

  
屋内 

屋外 
 

救

護

所

開

設

状

況 

救護所名 設置場所 
収容人数 

実施機関 
重傷 軽傷 
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様式10 避難者名簿 

 

避 難 者 名 簿 

 

避難所名  

 

開設期間 
    年  月  日  時から 

    年  月  日  時まで 

番号 住所 氏名 年齢 

 

体温 
性

別 
収容日時 退所日時 備考 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 

 

  

時

 

分 

 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
 

   
歳 

 

 男

女 

日 

時 分 

日 

時 分 
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様式11 避難者カード 

 

 

避 難 者 カ ー ド 

 

住所： 避難所名： 

 

氏名 続柄 性別 年齢 収容日 退所日 備考 
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様式12 避難所日誌 

 

避 難 所 日 誌 

 

日付 事項 措置の概要 扱者 班長 
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様式13 行方不明捜索届出書 

 

 

 

行 方 不 明 捜 索 届 出 書 
 

 

届出者  住所               

氏名               

電話               

 

不

   

明

   

者 

本 籍  

 

現 住 所  

氏 名  

性別・年齢  

身 長  

着 衣  

特 徴 

（具体的に） 
 

上記の通り届出します。 

 

    年  月  日 

 

開成町災害対策本部長 殿 

（開成町長） 



 

 

- 
1

1
5

 
- 

様式14 遺体処理台帳 

 

遺 体 処 理 台 帳 

 

処 理 

年月日 

遺 体 発 見 の 

日時及び場所 
死亡者氏名 

遺  族 遺 体 収 容 場 所 
遺 体 の 

一時保存料 
検案料 支出額 備 考 

 

氏 名 
死 亡 者 

との関係 
名 称 住 所 電 話 

 
 

      
円 円 円 

 
 

 
 

          
 

 
 

          
 

 
 

          
 

 
 

          
 

 
 

          
 

 
 

          
 

計  人          

 

 



 

 

- 
1

1
6

 
- 

様式15 埋火葬台帳 

 

埋 火 葬 台 帳 

 

死 亡 

年月日 

火 葬 

年月日 

死 亡 者 火葬を行った者 火 葬 費 

備 考 

 

氏 名 年齢 
死亡者 

との関係 
氏 名 

棺（附属品

を含む） 

火葬または

埋葬料 
骨 箱 計 

      

円 円 円 円 

 

計     人         

（注）１ 火葬を行った者が町長であるときは、遺族の氏名を「備考」欄に記入すること。 

   ２ 棺、骨箱を現物で支給したときは、その旨「備考」欄に明らかにすること。 

   ３ 火葬を行った者に火葬費を支給したときは、その旨及び金額を「備考欄」に記入すること。 
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様式16 緊急通行車両事前届出書 

 

地震防災 
応急対策用 

災  害 
通行 

緊急   車両事前届出書  
輸送 

 

      年   月   日 

神奈川県公安委員会 殿 

申請者住所 

電   話（   ）   － 

氏   名              印 

 

指定行政機関又は所管機関 

（機関、課、支部支局等名） 
 

車両の種類及び登録番号 種類  登録番号  

輸送人員数 

または品名 
 

車両の使用者 
住  所  

氏  名  

業務の分類 
警戒宣言下～１ 避難措置 ２ 従事者の輸送 ３ 必要物資輸送 ４ 対策に係る措置 

災害発生時～１ 避難措置 ２ 従事者の輸送 ３ 必要物資輸送 ４ 対策に係る措置 

業務の内容 
１ 救助救護   ２ 応急避難 ３ 捜索   ４ 災害予知予防 ５ 災害復旧 

６ 施設設備点検 ７ 人員輸送 ８ 避難生活 ９ 調査・研究  10 食飲料 

11 医療医薬   12 混乱防止 13 広報啓発 14 その他 

運行予想地域 
１ 複数県  ２ 全県   ３ 横浜・川崎地域 ４ 三浦半島地域 ５ 県央地域 

６ 湘南地域 ７ 県西地域 ８ 津久井地域 

確

認

時

記

載 

輸送(通行) 

経  路 

出発地 経由地 目的地 

   

備  考 
輸送日時    年   月   日   時から 

年   月   日   時まで 

 

（注）１ 申請書の表題については、緊急通行車両の場合は「輸送」を、緊急輸送車両の場合は「通行」を２本線

で削除する。 

２ この事前届出書は、２部作成し、当該車両の使用の本拠の位置を管轄する警察本部（交通部交通規制課）

に提出してください。 

３ 事前届出の車両が、指定行政機関等が所有する車両以外の場合は、届出書に契約を疎明する書類（賃貸契

約書、業務委託契約書等）を添付してください。 （用紙 日本工業規格Ａ４縦長型） 
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様式17 緊急通行車両事前届出済証 

 

（用紙 日本工業規格Ａ４縦長型） 

 

地震防災 
応急対策用 

災  害 
 

第     号 

 

通行 
緊急   車両事前届出済証 

輸送  
 

 

   年   月   日  

 

殿 

 

神奈川県公安委員会 印 

 

通行 

別添緊急  車両事前届出書のとおり事前届出を受けたことを証する。 

輸送 

 

 

 

 

 

 
（注）１ 緊急通行車両の場合は「輸送」を、緊急輸送車両の場合は「通行」を２本線で削除する。 

２ 警戒宣言発令時又は災害発生時には、この届出済証を最寄りの警察本部（神奈川県内にあっては、交通

規制課、第二交通機動隊又は高速道路交通警察隊）、警察署、交通検問所等に提出して、緊急通行車両又は

緊急輸送車両の確認の手続きを受けてください。 

 

３ 届出内容に変更が生じ、又は本届出済証を亡失し、滅失し、汚損し、若しくは破損した場合には、公安

委員会（警察本部経由）に届け出て再交付を受けてください。 

 

４ 次に該当するときは、本届出済証を返還してください。 

⑴ 緊急通行車両又は緊急輸送車両に該当しなくなったとき。 

⑵ 緊急通行車両又は緊急輸送車両が廃車となったとき。 

⑶ その他緊急通行車両又は緊急輸送車両としての必要性がなくなったとき。 
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様式18 緊急通行車両確認申請書 

 

地震防災 
応急対策用 

災  害 
通行 

緊急   車両確認申請書 
輸送  

 

   年   月   日 

神奈川県公安委員会 殿 

申請者住所 

電   話（   ）   － 

氏   名              印 

 

指定行政機関又は所管機関 

（機関、課、支部支局等名） 
 

車両の種類及び登録番号 種類  登録番号  

輸送人員数 

または品名 
 

車両の使用者 
住  所  

氏  名  

業務の分類 
警戒宣言下～１ 避難措置 ２ 従事者の輸送 ３ 必要物資輸送 ４ 対策に係る措置 

災害発生時～１ 避難措置 ２ 従事者の輸送 ３ 必要物資輸送 ４ 対策に係る措置 

業務の内容 
１ 救助救護   ２ 応急避難 ３ 捜索   ４ 災害予知予防 ５ 災害復旧 

６ 施設設備点検 ７ 人員輸送 ８ 避難生活 ９ 調査・研究  10 食飲料 

11 医療医薬   12 混乱防止 13 広報啓発 14 その他 

運行予想地域 
１ 複数県  ２ 全県   ３ 横浜・川崎地域 ４ 三浦半島地域 ５ 県央地域 

６ 湘南地域 ７ 県西地域 ８ 津久井地域 

確

認

時

記

載 

輸送(通行) 

経  路 

出発地 経由地 目的地 

   

備  考 
輸送日時    年   月   日   時から 

年   月   日   時まで 

 

（注）１ 申請書の表題については、緊急通行車両の場合は「輸送」を、緊急輸送車両の場合は「通行」を２本線

で削除する。 

２ この事前届出書は、２部作成し、当該車両の使用の本拠の位置を管轄する警察本部（交通部交通規制課）

に提出してください。 

３ 事前届出の車両が、指定行政機関等が所有する車両以外の場合は、届出書に契約を疎明する書類（賃貸契

約書、業務委託契約書等）を添付してください。 （用紙 日本工業規格Ａ４縦長型） 



 

 

- 
1

2
0

 
- 

様式19 配車計画簿 

 

配 車 計 画 簿 

輸送年月日  時間  車両名  運転員  乗車員  目的  備考  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 
出発   時   分  

     
帰庁   時   分  

 



 

 

- 
1

2
1

 
- 

様式20 輸送記録簿 

 

輸 送 記 録 簿 

輸送 

年月日 
目的 

輸送区間 

（距離） 

借上等 修繕 

燃料費 
実収 

支額 
備考 使用車両等 

金額 
故障車両等 修繕 

月日 
修繕費 故障の概要 

種類 台数 名称番号 所有者氏名 

     円    円  円 円  

計              

（注） １ 「目的」の欄は、主たる目的（又は救助の種類名）を記入すること。 

２ 都道府県の車両等の場合は「備考」欄に車両番号を記入すること。 

３ 借上車両等による場合は、有償・無償を問わず記入すること。 

４ 借上等の「金額」欄には、運送費又は車両等の借上費を記入すること。 

５ 「故障の概要」欄には、故障の原因及び故障箇所を記入すること。 
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様式21 主要食料等調達台帳 

 

主 要 食 料 等 調 達 台 帳 
開成町 

 

業 者 住 所 

氏名（名称） 

電 話 

年月日 品    目 数 量 金 額 備  考 

     

 

計 

主

食 

米  

  

副

食

等 

  

  

災害救助物資として、上記のとおり調達しました。 

 

年  月  日 

調達責任者氏名          

 

開成町災害対策本部長 殿 

（町   長） 
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様式22 主要食料等配布台帳 

 

主 要 食 料 等 配 布 台 帳 
開成町 

家屋被害 

程度区分 

世帯主 

氏名 

世帯 

人員 

配布 

月日 

配布品目 
実質支出 

金額 
備考 

米    

          

計 
全壊 世帯        

半壊 世帯        

災害救助物資として、上記のとおり配布しました。 

 

年  月  日 

配布責任者氏名          

開成町災害対策本部長 殿 

（町   長） 
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様式23 物資調達台帳 

 

物 資 調 達 台 帳 
開成町 

 

業 者 住 所 

氏名（名称） 

電 話 

 

年月日 物資の品目 数量 金額 備考 

 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

災害救助物資として、上記のとおり調達しました。 

 

年  月  日 

 

調達責任者氏名          

 

開成町災害対策本部長 殿 

（町   長） 
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様式24 物資供給状況書 

 

支給 
物資の   状況 

配付  
 

開成町 

住家被害 

程度区分 

世帯主 

氏 名 

基礎とな

った世帯

構成人員 

配付 

月日 

物資支給の品目 

備考 
布団 毛布    

  

人 日 

      

計 
全壊 世帯         

半壊 世帯         

支給 
災害救助物資として、上記のとおり   したことに相違ありません。 

配付 
年  月  日 

給与責任者氏名          

開成町災害対策本部長 殿 

（町   長） 

 

 

（注）１ 住家の被害程度に、全壊（焼）、流出又は半壊（焼）、床上浸水の別を記入

すること。 

２ 受領年月日に、その世帯に対して、最後に支給された物資の受領年月日を

記入すること。 

３ 物資支給の品名欄に数量を記入すること。 
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様式25 物品受払簿 

 

物 品 受 払 簿 

 

日付 品名 摘要 受入数 払出数 現在高 扱者 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

必要に応じて、品目別に作成すること。 

摘要欄には、受入れ先、用途、払出し先等を明記すること。 
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様式26 住宅応急修理記録簿 

 

住 宅 応 急 修 理 記 録 簿 

 

世帯主氏名 住所 修理箇所概要 完了月日 実支出額 備考 

      

計  世帯      
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様式27 応急仮設住宅台帳 

 

応 急 仮 設 住 宅 台 帳 

 

応急 

仮設 

住宅 

番号 

世帯主 

氏 名 

家

族

数 

所在地 
構造 

区分 
面積 

敷地 

区分 

着工 

月日 

竣工 

月日 

入居 

月日 

実支 

出額 
備考 

  人     月日 月日 月日 円  

計 世帯           

 

（注） 

１ 「応急仮設住宅番号」欄は、応急仮設住宅に付した番号とし、設置箇所を明らかにし

た簡単な図面を作成し、添付すること。 

２ 「家族数」欄は、入居時における世帯主を含めての人員数を記入すること。 

３ 「所在地」欄は、応急仮設住宅を建築したところの住所を記入すること。 

４ 「構造区分」欄は、木造住宅、プレハブ住宅、パイプ式組立て住宅の別を記入するこ

と。 

５ 「敷地区分」欄は、公私有別とし、有無償の別を明らかにすること。 

６ 「備考」欄には、入居後における経過を明らかにしておくものとする。 
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様式28 義援金品領収書 

 

 

 

義 援 金 品 領 収 書 
 

№         

 

 

金額   ￥                  

 

品名 数量  

 

   

   

   

 

以上のとおり受領致しました。 

ご好意に厚く御礼申し上げます。 

 

     年   月   日 

 

 

             殿 

 

 

開成町災害対策本部長 

 

開成町長         印 
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様式29 義援金品受付簿 

 

義 援 金 品 受 付 簿 

 

税務、出納班（義援金） 

住 民 班（義援品） 

 

決 裁 
整 理 

番 号 

受 付 

年月日 

寄 託 者 寄託金額 

ま た は 

物 品 名 

数 量 

取 扱 

者 印 

配分担当課へ引継 

 

摘 要 住 所 氏 名 
引 継 

年 月 日 
受領印 収入役 

・班長 
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様式30 義援金品配分簿 

 

義 援 金 品 配 分 簿 

 

税務、出納班（義援金） 

住 民 班（義援品） 

 

配 分 

年月日 

世 帯 主 世帯構

成人員 

配分金額または配分物の 

名称・数量 
備 考 

住  所 氏 名 
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様式31 り災証明書 

 

整理番号 

   年   月   日 

り 災 証 明 書 

 
世帯主住所  

 

世帯主氏名  

 氏 名 続柄 年齢 

    

    

世帯構成員    

    

    

    

  

 
り災原因 年  月  日の                    による 

 

    

 
被災住家※の所在地  

 

 
住家※の被害の程度 

□全壊 □大規模半壊 □中規模半壊 □半壊 □準半壊 □準半壊に至らな

い（一部損壊） 

 

 
浸水区分 □床上浸水  □床下浸水 

 

  

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常時に使用していることをいう。）のために使用して

いる建物のこと。（被災者生活支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家） 

 

 

 

住家以外の被害状況 

り災証明書使用目的 
 

 

    

 上記のとおり、相違ないことを証明します。 

     年  月  日 

 

開成町長               印 
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様式32 り災証明申請書 

 

り 災 証 明 申 請 書 

 

開成町長殿 

 

   年   月   日 

 

（個人、事業所、両用） 

申請者 

住所 番     号 

氏名  

事業所 

住所 番     号 

事業所名  

証明の種類  

証明書の提出先  

申請通数 個人 通 事業所 通 

主管課名  

 

   

   

 

 

 



 

 

- 
1

3
4

 
- 

様式33 り災者台帳 

り 災 者 台 帳 
り災証明 

発行年月日 

り災年月日 世帯主名 

または事業主名 

り災の状況 

（原因、人的・物的被害の状況等） り災場所 

第 号 

 ・ ・  

  ・  ・   

 

原  因： 1.風水害 2.地震・津波 3.その他（     ） 4.不明 

 
人的被害： 1.死亡(          ) 2.行方不明(          ) 

3.重傷(          ) 4.軽傷  (          ) 

 
調査実施年月日   ・   ・ 

調査担当者                

建物被害；種類： 1.住家 2.事務所 3.事業所 4.倉庫 5.工場 6.その他(    ) 

被害： 1.全壊（焼） 2.流出 3.半壊（焼） 4.床上浸水 5.床下浸水 6.一部損壊 

り災証明 

発行年月日 

り災年月日 世帯主名 

または事業主名 

り災の状況 

（原因、人的・物的被害の状況等） り災場所 

第 号 

 ・ ・  

  ・  ・   

 

原  因： 1.風水害 2.地震・津波 3.その他（     ） 4.不明 

 
人的被害： 1.死亡(          ) 2.行方不明(          ) 

3.重傷(          ) 4.軽傷  (          ) 

 
調査実施年月日   ・   ・ 

調査担当者                

建物被害；種類： 1.住家 2.事務所 3.事業所 4.倉庫 5.工場 6.その他(    ) 

被害： 1.全壊（焼） 2.流出 3.半壊（焼） 4.床上浸水 5.床下浸水 6.一部損壊 

り災証明 

発行年月日 

り災年月日 世帯主名 

または事業主名 

り災の状況 

（原因、人的・物的被害の状況等） り災場所 

第 号 

 ・ ・  

  ・  ・   

 

原  因： 1.風水害 2.地震・津波 3.その他（     ） 4.不明 

 
人的被害： 1.死亡(          ) 2.行方不明(          ) 

3.重傷(          ) 4.軽傷  (          ) 

 
調査実施年月日   ・   ・ 

調査担当者                

建物被害；種類： 1.住家 2.事務所 3.事業所 4.倉庫 5.工場 6.その他(    ) 

被害： 1.全壊（焼） 2.流出 3.半壊（焼） 4.床上浸水 5.床下浸水 6.一部損壊 

り災証明 

発行年月日 

り災年月日 世帯主名 

または事業主名 

り災の状況 

（原因、人的・物的被害の状況等） り災場所 

第 号 

 ・ ・  

  ・  ・   

 

原  因： 1.風水害 2.地震・津波 3.その他（     ） 4.不明 

 
人的被害： 1.死亡(          ) 2.行方不明(          ) 

3.重傷(          ) 4.軽傷  (          ) 

 
調査実施年月日   ・   ・ 

調査担当者                

建物被害；種類： 1.住家 2.事務所 3.事業所 4.倉庫 5.工場 6.その他(    ) 

被害： 1.全壊（焼） 2.流出 3.半壊（焼） 4.床上浸水 5.床下浸水 6.一部損壊 
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様式34 公用負担に関する証明書 

 

 

公用負担権限証明書 
 

 

職名 

 

氏名 

 

 

上記の者に開成町の区域における水

防法第21条第１項の権限行使を委任し

たこを証明する。 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

水防管理者 

 

氏名       印 

 

公 用 負 担 命 令 書 
 

 

第    号 

 

 

目的物 

 

 

 

負担の内容 

 

 

 

 

 

 

水防管理者 

事務取扱者      印 

 

 

殿 
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様式35 水防管理団体実施状況報告 

水 防 管 理 団 体 実 施 状 況 報 告 

     年   月   日 

作成責任者                  

水防管理団体名 特定、非指定の別 

水防実施時の台風名又は豪雨名 

所

要

経

費 

人

件

物

件

費 

 
管理 

団体 

県支 

給分 

その 

他 
計 

水防実施

箇所 

左    郡   町 

川 岸         地先 

右    市   区 

手当 円 円 円 円 

その他     

日時 

自         月  日  時 

平成   年 

至         月  日  時 

計     

資材費     

器機費     

出動人員

数 

水防団員 消防団員 その他 計 燃料費     

人 人 人 人 雑費     

水防作業

の概況及

び工法 

工法     箇所     ｍ 

計     

 公用負担     

 合計     

水

防

の

結

果 

 
堤

防 
田 畑 家 

鉄

道 

道

路 

人

口 
その他 使

用

機

材 

機 

俵 枚 枚 枚 枚 

万年土俵 枚 枚 枚 枚 

効果 ｍ ㎡ ㎡ 戸 ｍ ｍ 人  なわ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ 

被害         
丸太 本 本 本 本 

     

水 防 団 員 の 
出 動 内 訳 

 
県 の 
応 援 状 況 

 

消 防 団 員 の 
出 動 内 訳 

 
立 ち 退 き 状 況 
及 び そ れ を 
指 示 し た 理 由 

 

居 住 者 の 
出 動 概 況 

 
水 防 関 係 者 の 
死 傷 

 

そ の 他 の 
出 動 状 況 

 

水 防 功 労 者 の 
氏 名 年 齢 所 属 
及 び 
そ の 功 績 概 要 

 

雨 量 水 位 の 
状 況 

 
水 防 活 動 に 
関 す る 
自 己 批 判 

 

公 用 負 担 
の 内 訳 

 

備 考  他 の 団 体 の 
応 援 状 況 

 

警 察 官 の 
応 援 状 況 

 

（備考）１ 水防を行った箇所ごとに作成する。 

２ 箇所ごとの報告書に集計表を添付して３部水防支部長に提出すること。 

３ 集計表は本様式を利用し、水防実施箇所欄には箇所数のみを記入すること。 

４ 管内図（1/5,000以上）を添付し、はんらん区域及び実施箇所を明示すること。 

５ はんらん区域ごとに、床上戸数、床下戸数、はんらん面積を記入すること。 



 

  

 


